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 経営企画部 須藤 收 

                              2012 年 7 月 5 日 

 
 
 
 
 
 
 
 
１．ドイツの脱原子力政策のその後の状況 
1)脱原子力政策の経緯 1) 

2011 年 3 月 11 日に発生したマグニチュード 9.0 の地震に続く世界最大級の大津

波による福島第一原子力発電所の事故を受けて、ドイツのメルケル首相はそれまで

の原子力政策を大きく U ターンさせた。 
2011 年 3 月 14 日には、2009 年の連邦選挙の公約である原子力発電所運転期

間延長（原子力廃止法で定められた 2022 年までに 17 基全ての原子力発電所を停

止する計画を平均で 12 年間運転期間を延長する修正法を 2010 年 12 月 8 日に定

めた）計画を 3 か月間停止し、その間にドイツの原子力発電所 17 基（総発電量

20.339GW)全ての安全性を再評価すると発表するとともに、2011年3月15日には、

原子力発電所を抱える州政府の首相達との会談の後で、1980 年以前に運転を開始

した 7 基の原子力発電所（総発電量 7.419GW で、このうち 4 基は原子力発電所運

転期間延長の法律が制定されなければ 2010 年中に廃止時期を迎えていた）を 3 か

月間停止すると発表した。 
さらには、2011年 3月末の 2つの州議会選挙での敗北や国民の反原子力運動の

高まりを背景に、できる限り速やかに原子力から撤退し、再生可能エネルギーを柱に

したエネルギー構造への転換を早めることをメルケル首相は決断した。2011年6月7
日には、停止中の 8 基の原子力発電所の再起動は原則行わず残りの 9 基の原子力

発電所については 2022 年までに順次停止することと、そのために不足する電力を補

うための方策を定めた 8 つの法案について閣議決定した。 
これ等の法案は、連立政権を組むCDU/CSUとFDPの他、SDPと緑の党の賛成
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を得て、2011年 6月 30日、連邦議会で承認された。（513対 79で 8人が棄権）2011
年 7 月 8 日には、連邦参議院（ドイツの 16 州の州政府代表から成る）で 7 つの法案

が承認されたのち、残りの 1 つの法案についても連邦議会と連邦参議院の調停委員

会に送られ最終的には承認された。 
法案の内容は、2011 年 4 月 15 日ドイツの全ての州首相（16 州）を集めた国内サ

ミットでメルケル政権が提案した 6 項目のエネルギー政策と倫理委員会の答申を具

体化したもので主な項目は下記のとおりである。 
・現在停止中の 8 基の原子力発電所の再起動は原則行わず、残りの 9 基の原子

力発電所については 2022 年までに順次停止する。 
・再生可能エネルギーからの電力供給の割合を 2010 年の 17%から 2020 年まで

に 35%に引き上げる。主に洋上風力発電を推進する。 
・原子力発電所の停止により不足する電力約 20GW を補うために、次の 2～3 年

以内に石炭火力発電所または天然ガス火力発電所を建設する。 
・消費エネルギーの削減のため、1995 年以前に建てられた住宅、オフィス、工場

の断熱性改善に対する税金控除として年間 15 億ユーロ（1500 億円）を充てる。

（目標は、2020 年までに暖房用のエネルギーを 20%削減） 
・ドイツの北部、中央、南部をつなぐ 4500km の送電網を建設する。（建設促進の

ための法律制定） 
 

2)脱原子力政策コストの予測 
2011 年 9 月に発表されたドイツ復興金融金庫（KfW：公的金融機関で、連邦政府

が 80%、州政府が 20%出資している。）の評価では、2020 年までに平均で年間約

250億ユーロ（2.5兆円）の投資が必要で、総投資額は 2390億ユーロ～2620億ユー

ロ（23.9 兆円～26.2 兆円）になると予想している。主な投資先は、再生可能エネルギ

ー発電、天然ガス火力発電及び送電網の拡大で、再生可能エネルギー発電設備に

1440 億ユーロ（14.4 兆円）、10GW の火力発電設備に 100 億ユーロ（1 兆円）、

3600kmの高圧送電網の建設に 290億ユーロ（2.9兆円）となっている。ドイツ復興金

融金庫は、再生可能エネルギー発電設備の建設を支援する重要な公的金融機関で、

2009 年に新たに建設された再生可能エネルギー発電設備の 43％（風力発電につい

ては 54％）がドイツ復興金融金庫から融資を受けている。脱原子力政策の決定後、

50 億ユーロ（5000 億円）の特別融資枠を設けている。2),3) 
2012年 1月に発表されたシーメンス（ドイツの巨大総合多国籍企業）の評価では、

2030 年までで 1.67 兆ユーロ（167 兆円、年平均で 8.5 兆円）、2011 年のドイツの

GDP の約 3 分の 2 で、発電設備と送電網の拡大に 1.418 兆ユーロ（141.8 兆円で再

生可能エネルギー発電の大幅な拡大にともなう電力の固定価格買取制度（Feed-in 
Tariff：FIT）のコストも含む。）で、原子力発電所の停止コスト（110 億ユーロ～2520
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億ユーロ）を含めると 1.67 兆ユーロ（167 兆円）としている。4),5) 
 
3)発電設備建設計画 

2012 年 4 月 23 日のドイツエネルギー・水道事業連合会（BDEW）の発表によると、

2020 年までに稼働予定の発電所建設計画は 84 プロジェクトで、発電設備容量は

42GW、総投資額は 600 億ユーロ（6 兆円）である。84 のプロジェクトの内、69 のプロ

ジェクトは少なくとも許可申請中で、残りの 15のプロジェクトは計画段階である。84の

プロジェクトには、23 か所の洋上風力発電パーク、29 か所の天然ガス火力発電所、

17 か所の石炭火力発電所及び 10 か所の揚水式発電所が含まれている。6) 
これ等のプロジェクトが順調に進めば原子力発電からの撤退や老朽化火力発電

所の停止による電力の不足分を補うことは可能だが、これ等のプロジェクトの実現に

は多くの障害がある。 
洋上風力発電所については、大きな障害になっているのが国内の送電網へ接続

するための海底送電設備の建設の遅れである。ドイツの電力供給体制は発送電分

離で、ドイツ国内の送電は 50Hertz、Amprion、TenneT、TransnetBWの 4社が分

担していて送電設備の建設も4社の責任となっているが、送電の規制と監督を担当し

ている連邦ネットワーク庁（Bundesnetzagentur）によれば、海底送電設備の建設は

計画より 1年から 2年遅れていて、発電会社は、発電設備が完成しても売電できない

ことになり大きな損失を被ることになる。2012 年 2 月、ドイツ最大の電力会社 E.ON
は、送電会社が海底送電設備の建設を加速しない場合は、電力会社は洋上風力発

電への投資を停止するだろうと警告している。E.ON によれば、Amrumbank West
洋上風力発電パーク(場所は北海の沿岸、海岸から約 40km 沖合で総発電容量は

288MW、風力タービン 80 基、投資額は約 10 億ユーロ（1000 億円）)への海底送電

設備工事は 15 か月遅れている。ドイツ第二位の電力会社 RWE が建設中の

Nordsee-Ost洋上風力発電パーク（場所は北海の沿岸、海岸から約40km沖合で総

発電容量は 295.2MW、風力タービン 48 基、投資額は約 10 億ユーロ（1000 億円）。

2012 年の第 3 四半期から稼働し 2013 年中にフル運転の予定。）のための海底送電

線接続基地である HelWin1 が計画通り 2012 年には完成しないだろうと予想されて

いることに対して、RWE は不満を表している。7),8) 
天然ガス火力発電所については、29 のプロジェクトの内いくつかは既に建設許可

が下りているが建設の決定はまだ行われていない。その原因は、天然ガス火力発電

は、風力発電や太陽光発電が気象条件によって発電量が低下した時のバックアップ

電源としての役割を担うことになり、稼働率が 2020 年では 40％程度と予想されてい

るため、建設投資コストを回収できないリスクが高く、電力会社は建設の決定をため

らっていると言われている。ドイツでは、送電事業者は法律によって再生可能エネル

ギー発電を優先的に購入することが義務付けられているため、再生可能エネルギー
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発電の割合が増加するに従って火力発電の稼働率は低下していくことになる。長期

間にわたる発電運転により建設コストを回収しなければならない大型の火力発電所

の所有企業にとっては、原子力発電所の停止による 10 年程度の短期的な電力不足

解消のために多額の投資をすることはできない相談である。6) 
石炭火力発電についても同様の問題があるが、それ以外に、パブリックアクセプタ

ンスの問題で、計画のほとんどが訴訟問題を抱えていて計画は大幅に遅れている。 
ドイツエネルギー・水道事業連合会の会長は、「この発電設備計画は楽観的な計

画で、計画段階の 15 のプロジェクトは保留されるだろう。政治家は、2020 年までのこ

れ等の新しい発電設備の建設計画を促進するために、2015 年までに電力市場の将

来設計に取り組まなければならない。」と述べている。6) 
巨額な投資資金を呼び込むための誘導政策、再生可能エネルギー発電のバック

アップ電源に対する何らかの収入保証政策など、英国政府が議会に提案している電

力市場改革法案と同様なものが必要になると思われる。 
連邦ネットワーク庁の 2011 年監視報告書によれば、再生可能エネルギー発電の

増加分を除いても、その他の建設予定の発電所で 2011 年 3 月に停止した 8 基の原

子力発電所と 2014 年までに停止が予定されているベースロード発電所の電力の損

失分を補うことができるが、2010 年よりさらに建設計画が遅れているとのことで、また、

原子力発電所が 5 基停止したドイツ南部では、計画通り新規の発電所が建設されて

も停電のリスクは残ると警告している。9) 
 
4)送電網拡大計画 
(1)送電網拡大計画案 

2012 年 5 月 30 日、送電会社 4 社、50Hertz、 Amprion、 TenneT 及び 
TransnetBW と連邦ネットワーク庁の共同作業で昨年より進められてきた脱原子力

政策の実現に大きな影響を与える送電網拡大計画がメルケル政権に報告された。発

表の記者会見には、メルケル首相、環境大臣及び経済大臣が出席し、メルケル政権

の重要政策であることを表している。 
基準ケースの向こう 10 年間の目標は、既存の送電網 4400km の最適化と強化と

しては 2800km の送電網を 220KV から 380KV にグレードアップ、300km を交流送

電から直流送電に変更する等で、新設送電網 3800km の建設としてはドイツ北部の

風力発電の電力をドイツ南部に送電するための 4 系統の直流送電網 2100km
（10GW）の建設及び交流送電網 1700km の建設である。整備費用は、2022 年まで

で 200 億ユーロ（2 兆円）、2032 年までで 270 億ユーロ（2.7 兆円）が必要と予想され

ている。10)ただしこれ等の整備計画には、洋上風力発電と送電網を結ぶ海底送電設

備と配電網は含まれておらず、ドイツ北部の送電を担当する TenneT によれば、洋上

風力発電をつなぐ送電設備だけで 120 億ユーロ（1.2 兆円）の投資が必要とのことで
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ある。11) 
これ等の検討で想定した発電設備容量は、基準ケースで、再生可能エネルギー以

外の発電設備容量は 2010年の 101.9GW（原子力発電は 20.3GW）に対して、2022
年が 89.2GW（原子力発電は 0）、2032 年は 87.4GW で、再生可能エネルギー発電

は 2010 年の 56.3GWに対して、2022 年は 129.8GW、2032 年は 174.7GW と予想

されている。総発電量とピーク電力については、2010 年に比べ低下すると予想され

るが、安全サイドの評価として 2022年と2032年は 2010と同じ 535.4TWhと 84GW
を想定して検討がなされた。表 1 に発電設備毎の発電設備容量を示した。12) 

 
                 表 1 発電設備容量予測 12) 

発電設備 
2010 年発電

設備容量

（GW） 

2022 年発電

設備容量

（GW） 

2032 年発電

設備容量

（GW） 
原子力発電 20.3 0 0 
褐炭火力発電 20.3 18.6 13.9 
無煙炭火力発電 25.0 25.1 21.2 
天然ガス火力発電 24.0 31.3 40.1 
揚水式発電 6.3 9.0 9.0 
石油火力発電 3.0 2.9 0.5 
その他 3.0 2.3 2.7 
再生可能エネルギー発電以外の発

電容量合計 
101.9 89.2 87.4 

水力発電 4.4 4.7 4.9 
陸上風力発電 27.1 47.5 64.5 
洋上風力発電 0.1 13.0 28.0 
太陽光発電 18.0 54.0 65.0 
バイオマス火力発電 5.0 8.4 9.4 
その他再生可能エネルギー発電 1.7 2.2 2.9 
再生可能エネルギー発電容量合計 56.3 129.8 174.7 
総発電容量 158.2 219.0 262.1 
 

これ等の送電網の拡大に失敗した場合は、再生可能エネルギー発電事業者の操

業停止や工場等の操業停止等が必要になるとしていて、計画を成功に導くためには、

あらゆるレベルでの社会と政治の支援と投資の実行そして迅速な建設承認プロセス

が重要であると指摘している。計画案の詳細は 2012 年 7 月 10 日までに意見募集に

かけられ、それらを反映した見直し版が 2012 年 8 月後半連邦ネットワーク庁に提出
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される予定であり、メルケル政権は 2012 年末までに送電網拡大法案を議会で成立さ

せる予定である。13) 
 
(2)問題点 

送電網の建設に関する主要な問題点は、建設ルートの住民の理解をどのようにし

て得るかと、莫大な投資資金の確保である。 
連邦ネットワーク庁は、脱原子力政策の決定以前から、1800km 以上の新たな送

電網の建設に送電会社と合意していたが、連邦ネットワーク庁の報告書によれば完

成したのはたった 214kmであり、その内運用しているのは 100km未満である。連邦

ネットワーク庁の長官は既に 1 年もしくは 2 年遅れていると述べている。送電網建設

に対する国民の理解を得て送電網の建設を加速するためには、送電会社の対応だ

けでは困難な状況であり連邦政府の対応が求められている。8) 
建設資金については、Amprion は、2025 年までに約 100 億ユーロ（1 兆円）を送

電網の拡大に投資するが、これには持続可能で信頼できる投資条件が必要であると

述べている。また、オランダ政府の国営会社である TenneT 社（2009 年 E.ON の送

電部門を買収し、ドイツ北部の送電網のほとんどを所有している。）は、2025 年まで

に設置される 25GW の洋上風力発電所への送電網接続の先導的な役割を担ってい

るが、2011 年の利益は 2 億ユーロ（200 億円）で、投資資金としてオランダ政府に対

して 6 億ユーロ（600 億円）の増資を要求している。TenneT のスポークスマンは、「ド

イツのエネルギー政策の責任が送電会社 1 社の肩にかかってくるなど道理にかなわ

ないことである。ドイツのエネルギープロジェクトに投資するのはオランダ政府の仕事

でないと。」と述べている。メルケル政権は、ドイツ復興金融公庫（KfW）を通して

TenneT に数十億ユーロを注入する準備をしている。TenneT の会長は、今後 10 年

間で必要となる約 140 億ユーロ（1.4 兆円）の資金を確保するために新しい送電網建

設の企業体の創設を主張していて、TenneT は、2 つの洋上風力発電所用の送電設

備の建設投資について三菱商事と合意したところである。今後さらに投資家の資金を

呼び込むためには、ドイツ政府の債務保証や送電料金の長期間の補償のような投資

誘導政策が必要と思われる。8) 
連邦ネットワーク庁の 2011 年監視報告書によれば、2010 年の報告書からみて送

電網の拡大計画の進み具合は改善されるどころか、脱原子力政策で重要な 24 のプ

ロジェクトの内 12 が計画遅れで、2014 年までの計画では、149 のプロジェクト（洋上

風力発電所への 9 の接続送電設備建設プロジェクトが含まれている）の内 73 が遅れ

ているとのことである。9) 
 
5)脱原子力政策の社会に与えた影響 
(1)電力会社に与えた影響と電力会社の対応 
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①8 基の原子力発電所停止による影響（表 2 及び図 1 参照）14),15),16) 
原子力発電所を所有する E.ON、RWE、EnBW 及び Vattenfal の 4 電力会社は

福島第一原子力発電所の事故の後のメルケル政権による 8 基の原子力発電所の廃

止命令による停止で多額の損失を被っている。 
ドイツ第一位の発電会社 E.ON の 2011 年の損失額は 19 億ユーロ（1900 億円。

所有原子力発電設備容量 8.473GW 中 3.110GW が停止。）で、脱原子力政策へ対

応するためにドイツ国内で6000人の人員整理、グループ全体では11000人（ドイツ、

英国、米国、ロシア、スウェーデン、イタリア、スペイン、フランス、ベネルックス 3 国で

エネルギー事業を展開している。総発電設備容量は約 69GW）の人員整理を行う予

定である。 
ドイツ第二位の発電会社 RWE については、2011 年の損失は 13 億ユーロ（1300

億円。所有原子力発電設備容量 5.499GW 中 2.407GW が停止。）で、ドイツ国内で

8000 人の人員整理を行うとともに 2012 年に 110 億ユーロ（1.1 兆円）の資産売却と

15 億ユーロ（1500 億円）の歳出削減を行う予定である。 
ドイツ第三位の発電会社EnBWは、原子力発電設備容量4.372GW中1.675GW

が停止し、しかも全発電量に占める原子力発電の割合が約半分を占めていたことか

ら大きな影響を受けた。CEO の発言では、今後 5 年から 6 年の間は、原子力発電停

止前の収入には戻らないだろうと述べている。 
スウェーデンの国営電力会社であるVattenfalは、ドイツの原子力発電に投資をし

ていて、所有権のある原子力発電設備容量は 1.418GW で、その内 1.144GW が停

止した。対策として、向こう数年間で 6 億ユーロの経費削減を行う予定である。 
E.ON 及び RWE は、脱原子力法による原子力発電所の停止命が財産権の侵害

に当たり憲法違反であるとして損害賠償を求めて連邦憲法裁判所に提訴している。

また、Vattenfal は世界銀行の下部機関である国際投資紛争解決センターに提訴し

ている。 
 
②核燃料税に関する訴訟 

核燃料税については、2010 年の秋のメルケル政権の原子力廃止法の修正による

原子力発電所の運転期間延長と引き換えに承諾したもので（2011 年から 2016 年ま

での 6 年間で課税され、核燃料を原子炉内に装荷した時にウラン 1 グラム当たり 145
ユーロの税金が課せられ、税額は年間 23億ユーロと予想されていた。）、電力会社と

しては原子力発電所の運転期間延長が消滅したことで核燃料税は廃止されるべきと

の態度をとっており、2011年夏には、E.ON、RWE及びEnBWの 3社は、各々租税

裁判所に核燃料税の違法性について訴訟を起こした。 
2011 年 9 月 19 日、E.ON の訴訟に対して、ハンブルグの租税裁判所は、核燃料

税は連邦政府が主張しているような消費税とは認められなく、その結果、連邦政府の 
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表 2 ドイツの原子力発電所 17) 
発電所名（立地州） 炉型 発電容量 

MW(net) 所有企業 商業運転 
開始年月 

運転停止予

定年 
Biblis A（HE） 
ビブリス A PWR 1167 RWE 1975 年 2 月 停止中 

Neckarwestheim 1
（BW） 

ネッカーウエストハム 1 
PWR 785 EnBW 1976年12月 停止中 

Brunsbüttel（SH） 
ブルンスビュッテル BWR 771 Vattenfal 66.7％ 

E.ON 33.3% 1977 年 2 月 停止中 

Biblis B(HE) 
ビブリス B PWR 1240 RWE 1977 年 1 月 停止中 

Unterweser(NI) 
ウンターヴュサー PWR 1345 E.ON 1979 年 3 月 停止中 

Isar 1(BY) 
イザール 1 BWR 878 E.ON 1979 年 9 月 停止中 

Philippsburg 1(BW) 
フィリップスブルク 1 BWR 890 EnBW 1980 年 3 月 停止中 

Krummel(SH) 
クリューンメル BWR 1260 Vattenfal 50% 

E.ON 50% 1984 年 3 月 停止中 

Grafenrheinfeld(BY) 
グラーフェンルハインフェ

ルト 
PWR 1275 E.ON 1982 年 6 月 2015 年 

Gundremmingen B(BY) 
グンドレンミンゲン B BWR 1284 RWE 75％ 

E.ON 25％ 1984 年 4 月 2017 年 

Gundremmingen C(BY) 
グンドレンミンゲン C BWR 1288 RWE 75％ 

E.ON 25％ 1985 年 1 月 2021 年 

Grohnde(NI) 
グローンデ PWR 1360 

E.ON 83.3% 
Stadtwerke 

Bielefeld 16.7％ 
（公営企業） 

1985 年 2 月 2021 年 

Philippsburg 2(BW) 
フィリップスブルク 2 PWR 1392 EnBW 1985 年 4 月 2019 年 

Brokdorf(SH) 
ブロクドルフ PWR 1370 E.ON 80％ 

Vattenfal 20％ 1986年12月 2021 年 

Isar 2(BY) 
イザール 2 PWR 1400 

E.ON 75％ 
SWM 25% 
(公営企業) 

1988 年 4 月 2022 年 

Emsland(NI) 
エムスランド PWR 1329 RWE 87.5% 

E.ON 12.5％ 1988 年 6 月 2022 年 

Neckarwestheim 2(BW) 
ネッカーウエストハム 2 PWR 1305 EnBW 1989 年 4 月 2022 年 

合計発電容量  20339    
BY:バイエルン自由州（BYERN）、BW: バーデン・ヴェルテンベルク（BADEN-WURTTEMBERG） 
HE：ヘッセン州(HESSEN)、NI:ニーダーザクセン州（NIEDERSACHSEN） 
SH:シュレースヴィヒ・ホルシュタイン州（SCHLESWIG-HOLSTEIN） 
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立法権限外であり、また、連邦議会に全く新しい税金を設定することが許されている

かどうかは大いに疑問であるとして憲法に違反している疑義があるとの判決を下した。

18)また、2011年10月、RWEの訴訟に対してミュンヘンの租税裁判所は、ハンブルグ

の租税裁判所と同様の判断を示し、核燃料税の徴収の停止と既に納めた核燃料税

の返還を連邦政府に命じる判決を下した。19)判決に従い、E.ON は 0.96 億ユーロ

（96 億円）、RWE は 0.74 億ユーロ（74 億円）の既に納めた核燃料税の条件付きの

払い戻しを受けた。これ等の判決に対して、連邦政府は上級裁判所である連邦財政

裁判所に上告した。20) 
2012 年 1 月、EnBW の訴訟に対して、シュツゥットガルトの租税裁判所はハンブ

ルグとミュンヘンの租税裁判所とは反対の違法ではないとの判決を下し、EnBW は

連邦財政裁判所に上告した。21) 
これ等の上告に対して、2012年 3月 9日、連邦財政裁判所は、憲法違反かどうか

は憲法裁判所だけが決定でき、決定が下りるまでは、法律の有効性は、発電事業者

の利益に優先するとの判決を下し、電力会社は核燃料税を当面払い続けなければな

らなくなった。なお、連邦財務裁判所は、連邦政府が、核燃料税の法律を施行したこ

とで違法な行為を行っているのかいないのかの問題を取り上げることはしなかった。

この判決を受けて E.ON と RWE は連邦憲法裁判所へ提訴している。 
核燃料税は、2014 年までに総額で 800 億ユーロ（8 兆円）の歳出削減を実施する

ための財源として使用するために設定され、課税期間の2016年までの6年間で年間

138 億ユーロ（1.38 兆円、年間 23 億ユーロ（0.23 兆円））を見込んでいた。脱原子力

政策による 8 基の原子力発電所停止で税収は 78 億ユーロ（0.78 兆円、年間 13 億

ユーロ（0.13 兆円））への減収が見込まれており、メルケル政権が最終的（欧州司法

裁判所まで）に裁判に勝訴しても財源の問題が残ることになる。22) 
 
③脱原子力法に関する訴訟 

E.ON は 2011 年 11 月、23)RWE は 2012 年 4 月 24)に、脱原子力法による 8 基の

原子力発電所の連邦政府の停止命令に対して、連邦政府の補償もなく財産権の侵

害に当たるとして連邦憲法裁判所に提訴した。 
2012 年 6 月より、意見聴取が開始されているが、2012 年 6 月 13 日の E.ON の

スポークスマンの発表によれば、勝訴した場合は損害賠償要求額は 80 億ユーロ

（0.8 兆円）とのことで、報道機関は、E.ON を含む電力会社が求める損害賠償要求

額は 150 億ユーロ（1.5 兆円）と報じている。25) 
Vattenfal は、ドイツの 3 基の原子力発電所の所有権の一部を保有している（ブル

ンスビュッテル（Brunsbuttel）原子力発電所（停止） の66.7%（E.ONが33.3％）、ク

リューンメル（Krummel）原子力発電所（停止）の 50%（E.ONが 50％）、ブロクドルフ

（Brokdorf）原子力発電所（2021年停止予定）の20%（E.ONが80％）の資本を所有
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している。）だけで、直接、核燃料税を支払っていないため核燃料税に関する提訴は

していないが、連邦政府の命令で停止させられた 2 基の原子力発電所と今後停止さ

せられる 1 基の原子力発電所に対する損害賠償請求を国際投資紛争解決センター

（ICSID：世界銀行により 1965 年に設立が提唱され、1968 年に条約が発効して、世

界 143 カ国が条約に署名している。国際投資紛争の調停と仲裁を行う。）に提訴し、

2012 年 5 月 31 日に ICSID はその請求を登録した。今後審査が行われることになる。

26) 
なお、EnBW は、脱原子力政策に対する異議を唱えないことを決定している。

（EnBW の資本の 46.5％は、緑の党と SPD（社会民主党）が州政権を担うバーデン・

ヴェルテンベルク州が所有している。福島第一原子力発電所の事故後の 2011 年 3
月 27 日の選挙で緑の党と SDP の連合がそれまで長い間州政権を担ってきた CDU
（キリスト教民主同盟）とFDP（自由民主党）の連合を打ち負かし、州首相は緑の党か

ら選ばれている。） 
メルケル政権が裁判に負けた場合は、多額の賠償を払うことになり、そのつけはド

イツ国民が負担することになる。 
 
(2)金属産業等への影響 

ドイツの産業用の 2011 年電力料金は約 15 ユーロ（15 円）/kWh（2005 年のユー

ロ価値換算）で 2000 年に比べて約 1.9 倍に上昇し、EU27 カ国の中でも最も高いグ

ループに属している。27)このため、従来の電力消費型の産業（金属素材産業、セメン

ト産業、製紙産業など）は電力料金が安い海外に生産拠点を移しつつあるが、脱原

子力政策はそれに追い打ちをかけることになった。脱原子力政策では、再生可能エ

ネルギーへの転換の促進とそのために必要な送電網の拡大、間欠発電である再生

可能エネルギー発電を補完するための天然ガス火力発電所の建設など莫大な投資

が必要であり、それらの投資は電力料金の更なる増加をもたらすことは明らかであり、

ドイツ商工会議所連合会の調査では、20％の企業が海外に生産設備を移転すること

を計画しているとのことである。また、その調査の中で、風力発電と太陽光発電はま

だあまりにも信頼性がないため約 60％の企業が停電や電圧低下を恐れているとの

結果が出ている。28) 
2012 年 1 月 30 日、ドイツの重工業を中心とした多国籍企業ティセンクルップは、

ステンレス事業部門イノクサムをフィンランドのオウトクンプに売却することで合意した

ことを発表した。オウトクンプは採算性の悪いクレーフェルト工場は 2013 年末までに

生産を停止し、さらにボーフム工場を 2017 年以降に閉鎖する計画である。28) 
2012 年 5月 8 日、ドイツの Voerde Aluminium（ヴァルデ・アルミニウム、ドイツで

第三位のアルミニウム合金地金製造会社で、年間生産能力 9 万トン）は生産コストの

増加とアルミニウム価格の下落のため債務超過に陥ったことを発表した。エネルギー
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支出は全体コストの 40％に上っており、全ては連邦政府のエネルギー政策のせいで

あ る と Voerde Aluminium は 語 っ て い る 。 ド イ ツ 非 鉄 金 属 協 会

（WVM:WirtschaftsVereinigung Metalle )の会長は、産業空洞化の現れの一つで、

電力料金の高いドイツではアルミニウム産業はもはや国際競争力は維持できないと

述べている。29） 
脱原子力政策は、将来の電力料金の値上がりと電力供給についての見通しに対

する不安を引き起こし、電力消費型の産業の海外移転を助長し、産業の空洞化を促

進していると、経済の専門家、経営者及び労働組合の指導者のメルケル政権を正面

切って非難する数が増えている。28) 
 
(3)電力供給状況 

2011 年 7 月に脱原子力法が成立した後、連邦ネットワーク庁は、2011 年から

2012 年にかけての冬季について電力不足の可能性があり、停止している原子力発

電所を 1 基再稼働させる準備をしておくことを提案していたが、幸いにも全体的に穏

やかな気候で、かつ、産業界の電力需要の減少が重なり電力供給不足による停電は

発生しなかった。 
しかしながら、連邦ネットワーク庁の2011年から2012年にかけての冬季における

送電状況報告 30)では、停電に発展しかねない事象が報告されている。2011 年 11 月

30 日から 12 月 9 日にかけてバイエルン州の原子力発電所グンドレミンゲン C の予

期せぬ停止によりオーストラリアの 935MW の発電所を含むバックアップ電源用の予

備発電所の運転が必要になった。また、2012 年 2 月には、ロシアからの予期せぬ天

然ガスの供給中断により、数基の天然ガス火力発電所がフルパワーで発電できず送

電事業者との契約電力を供給できなくなり、数時間の間、海外からの緊急輸入（数百

MW）はもちろんドイツ（365MW）とオーストリア（965MW）のバックアップ電源に頼る

ことになった。この間、送電線に非常に高い負荷がかかっただけではなく、予備電力

を使い果たし電力変動や発電所の停止に対する備えがない状態になった。 
ドイツ南部では脱原子力政策により 5 基の原子力発電所が 2011 年 3 月から停止

状態にあり、他地域からの送電量が増加し、特にチューリンゲン州とバイエルン州を

結ぶ送電網では過負荷状態での送電が増えている。原子力発電所の停止前でも

125％の過負荷を経験していて、今年の冬では発電所や送電線の接点で故障が起こ

り、送電が 140%の過負荷になれば五月雨式に保護回路のトリップが発生し制御不

能になっていたかもしれないと報告している。31) 
連邦ネットワーク庁は 2012 年から 2013 年の冬季の予備電源について、ドイツ南

部を担当する送電会社に対して 2.15GW の予備電源を確保するよう勧告している。 
ドイツの北部では風力発電所の建設が進んでいるが、北部から南部への送電網

が拡大しない限り送電容量不足で送電量は限られており、南部の電力供給に関する
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不安はなくならない。連邦ネットワーク庁長官は、2012 年から 2013 年にかけての冬

季、需要が増加した場合には送電事業者は停電回避と言う困難な仕事に直面する

かもしれないと述べている。 
世界最大のドイツの総合化学メーカーBASF の会長で、メルケル首相が今後の原

子力政策の方針検討のために昨年設置した倫理委員会（メルケル首相に脱原子力

政策を答申した）のメンバーだった Jürgen Hambrecht は、現在稼働中の原子力発

電所が停止しだす 2015 年までに送電網の問題が確定される必要があると述べてい

る。また、送電網や発電所の建設を促進するためには、進捗状況を監視し、優先順

位を決定して実行させる管理調整センターが必要と説いている。そして、地元の送電

網の建設反対に言及して、「エネルギー転換はまだ実現可能であるが、政策的に可

能かは分からない。大胆な実行がなければ、残りの原子力発電所の内、何基かは

2022 年を越えて運転しなければならないかもしれない。」と警告している。32) 
 
(4)電力料金の上昇 

メルケル連立政権が誕生してから、家庭用の電力料金は 10%以上値上がりした。

（2011 年 4 月 1 日で 25.45 ユーロセント（25.45 円）/kWh で 2010 年の 4 月 1 日よ

り2ユーロセント（2円）以上値上がり。）ドイツ消費者センター総連盟によれば、現在、

10 軒に 1 軒は上昇したエネルギーコストを払うのに問題を抱えているとのことで、ま

た、ドイツの社会保護協会（Paritätische Gesamtverband）によれば、長期失業保

険制度のハーツⅣの受給者の内の約 20 万人が昨年電力料金の未払いのため送電

をカットされたとのことである。経済省の内部の評価では、再生可能エネルギーの利

用拡大による補助金（固定価格買取制度による割増金等）の増加と送電網拡大のコ

ストのため今後 12 か月以内に家庭用の電力料金は 3~5 ユーロセント（3～5 円）

/kWh 値上がりすると予想していて、この値上がりによる家庭の負担増は 3 人家族の

家庭で年間 105 ユーロ（10500 円）から 175 ユーロ（17500 円）になるとしている。33) 
脱原子力政策により、電力消費量に占める再生可能エネルギー発電の割合を

2011 年の約 20％から 2020 年には 35％に引き上げる計画で、このための再生可能

エネルギー発電設備への投資、電力網拡大への投資、予備電力確保のための天然

ガス火力発電設備への投資、そして再生可能エネルギー発電の増加に伴う固定価

格買取制度（FIT:Feed-in Tariff(フィードイン・タリフ)）による電力買取量の増大によ

って発生する電力料金への課徴金の増加など、これらによる電力料金の増加は疑問

の余地がないとされており、カールスルーエ工科大学（Karlsruhe Institute of 
Technology (KIT)）の最新の研究 34)によれば、ドイツの電力料金は 2025 年までに

大口需要者向けで 70％上昇し、価格交渉ができない家庭向けの電力料金では上昇

はそれ以上と予想されている。 
企業の中には再生可能エネルギー法による固定価格買取制度の費用を電力料金
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に課徴金として上乗せするのは憲法違反であるとの理由で課徴金の支払いを拒否す

る企業も現れている。2012 年 3 月のバーデン・ヴェルテンベルク州の紡織会社

Uhingen の支払い拒否宣言に続いて、2012 年 5 月、ザクセン自由州の織物会社

Vowalon Beschichtung も支払い拒否を宣言した。Vowalon Beschichtungの支払

い拒否の根拠は、憲法学の専門家であるレーゲンスブルク大学の Gerrit Manssen
教授の意見に基づいている。1995 年まで、ドイツの無煙炭の競争力を支援するため

資金確保策として電力料金に課徴金が上乗せされていたが、1994 年、憲法裁判所

は、消費者は発電のための無煙炭の利用を支援する特別な義務はないとの理由で

違憲との判断を下した。Gerrit 教授は、この無煙炭支援に関する課徴金と比較して、

再生可能エネルギー法に基づく課徴金は不法な特別料金であるとしている。ドイツ連

邦織物ファッション協会もこの支払い拒否宣言を支持していて、さらに別の織物会社

も後に続くと予想されている。35) 
 

(5)太陽光発電の固定価格買取制度の改正 36),37) 
固定価格買取制度で特に批判の的になっているのは太陽光発電で、再生可能エ

ネルギーの固定価格買取制度による電力料金への課徴金増加の元凶と思われてい

る。太陽光発電の買取価格は2009年の設置の設備に対する買取価格43.01ユーロ

セント（43.01 円）/kWh に対して 2012 年 1 月からは 24.43 ユーロセント（24.43 円）

/kWh（設備容量が 10kWまでで、20年間の価格保証）と約半分に引き下げられたが、

陸上風力発電のそれの約 3 倍、卸売価格の 4 倍である。これに対して、太陽光発電

の 2011 年の発電量は約 18.5TWh38)で風力発電の約 48TWh39)に比べて寄与が少

なく、あまり電力供給に貢献していないのに高額な補助金を受け取り電力料金の値

上がりを引き起こしていると批判されている。 
これに対して、連邦政府も太陽光発電の買取価格をさらに削減（二十数パーセント

削減した後、毎月 1％ずつ削減し、最大 2013 年初めまでに約 45％減）するための法

案を連邦議会に提出し 2012 年 3 月 29 日に可決されたが、州政府の代表で構成さ

れる連邦参議院では 2012 年 5 月に否決された。連邦参議院では CDU と FDP の

連立与党が過半数を占めていないが、連立与党が州政府を担う州からも反対を受け

た。地元の太陽光発電産業を保護するためで、夏の議会の休会前には、連邦議会と

連邦参議院との間の妥協は成立しないだろうと予想されていたが、連邦議会と連邦

参議院の間の調停委員会で修正案が合意に達し、2012年6月28日に連邦議会で、

2012 年 6 月 29 日には連邦参議院で可決された。 
太陽光発電の買取価格の修正では、2012年 4月 1日時点にさかのぼり新規の設

備に対して適用され、建物や防音壁に設置された設備の固定買取価格は、10kW 以

下では 24.43 ユーロセント（24.43 円）/kWh が 19.50 ユーロセント（19.50 円）/kWh
に、10kW を越え 40kW 以下では 23.23 ユーロセント（23.23 円）/kWh が 18.50 ユ
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ーロセント(18.50 円)/kWh に、40kW を越え 100kW 以下では 23.23 ユーロセント

23.23 円）/kWh が 16.50 ユーロセント（16.50 円）/kWh に、100kW を越え 1MW 以

下では 21.98 ユーロセント(21.98 円)/kWh が 16.50 ユーロセント（16.50 円）/kWh
に、1MW を越え 10MW 以下では 18.33 ユーロセント（18.33 円）/kWh が 13.50 ユ

ーロセント(13.50 円)/kWh に、自立型の設備では 10MW 以下で 17.94 ユーロセント

(17.94 円)/kWh が 13.50 ユーロセント（13.50 円）/kWh に各々二十数パーセント引

き下げられ、その後 1 カ月を経過するごとに 2012 年 10 月分までの新規設備に対し

て各々1％ずつ買取価格が引き下げられて、2012年 11月以降については 2012年 8
月、9 月の設置設備容量に依存して引き下げ率を見直すことになっている。（買取価

格は 20 年間一定である。）また、10MW を越える設備に対しては、固定価格買取制

度はもはや適用外とすることが明確化されたが、一つの設備として見なす範囲を

4km 以内から 2km 以内に緩和された。さらに、太陽光発電の固定価格買取制度の

上限が 52GW（連邦政府の 2020 年における導入目標） 
に定められたが、買取価格の引き下げの方針が発表された 2009 年からの駆け込み

設置で、2010 年が 7.378GW、2011 年が 7.485GW と 2011 年末の設備容量

24.777GWの 60％が設置されていて、電力消費者が次の 20年間で 2011年末以前

に設置された太陽光発電のために支払う補助金は 1000 億ユーロ（10 兆円）33)に達

する。 
国民の間の雰囲気は変わりつつあり、個々人が再生可能エネルギーへの転換に

おいて重荷のほとんどを背負わされることに益々気づきつつあるとの報道もある。33) 
 
(5)温室効果ガス排出状況 

原子力発電所 8基（8.336GW）が停止し、石炭火力発電所の発電量が増加したに

も拘らず 2011 年の CO2 の排出量は前年に比べて 2.4％減少した。温暖な冬であっ

たため天然ガスや石油の消費量が低下したためで、2011 年の温室効果ガスの排出

量も前年に比べ 2.1％減少して 916.7MtCO2 と 1990 年の排出量 1246.5MtCO2
の26.5％減まで低下し、京都議定書の削減目標である2012年までに21％減を十分

に下回っている。40) 
しかし発電分野で見ると、電力輸出が減り、再生可能エネルギーの割合が増えた

とはいえ 2011 年の CO2 排出量は 304MtCO2 で、2010 年の 302MtCO2 より若干

増加した。41) 
原子力発電の代替え電力として当面は石炭火力発電と天然ガス火力発電の建設

を推進する計画であることから、2020 年の温室効果ガスの削減目標である 1990 年

レベルの 40％減の目標達成は困難で、最近のマッキンゼーの報告では 31％(環境

省の予想でも 34％)と予想されている。42) 
 



16 
 

6)メルケル連立政権の今後の動き 33) 
脱原子力政策により停止させられた 8 基の原子力発電所と、今後、残りの 9 基の

原子力発電所が2022年までに順次停止させられることで発生する電力不足を補うた

めの対策とし定められた直接的な対策は、再生可能エネルギー発電の拡大（2011 年

の電力消費量に占める割合は約 20％で、2020 年までに 35％に拡大）、北部の風力

発電で発電された電力を南部に送電するための送電網の建設及び気象条件に発電

が左右される風力発電や太陽光発電の増加に対応するためのバックアップ発電設備

としての天然ガス発電所や石炭火力発電所の建設の 3 つであるが、これ等の対策を

具体的にどのように進めていくかメルケル政権はいまだに国民に提示できないでい

る。 
このような状況に対して、専門家、産業界などから不安と不満の声が上がり始めて

いて、ユーロ危機に専念していたメルケル首相も 1 年後の総選挙をにらみやっとエネ

ルギー問題に本腰を入れ始めている。 
連邦議会では、低所得者に対する電力料金の引き下げから再生可能エネルギー

と電力貯蔵に関する数十億ユーロ（数千億円）の新しいプログラムまで新たな対応政

策について議論が始まっている。 
メルケル政権内では、環境大臣が、電力がぜいたく品になることは許されないと、で

きる限り早く社会福祉団体と会うつもりだと発言している他、経済大臣は、現在の再

生可能エネルギーの促進のための資金提供のための新しいモデルについて検討中

で、現在の太陽光発電、風力発電、バイオガス発電などの再生可能エネルギー発電

の設備コストの一部を強制的に消費者に負担させる再生可能エネルギー法を廃止し

たいと考えているとのことである。太陽光発電の固定価格買取制度の買取価格の低

減はその手始めであると述べている。 
メルケル首相は、2011 年の脱原子力政策の議会への説明において、「産業界と市

民一人一人に入手可能な価格でエネルギー供給し続けなければならない。再生可能

エネルギーへの転換の結果として消費者へのコスト負担は現状のレベルを越えては

いけない。」と発言し価格保証を公約している。しかしながら、固定価格買取制度によ

る電力料金への課徴金は増加しており、エネルギー政策は来年の選挙の大きな争点

になると考えられている。 
ドイツが全ての原子力発電が停止する2022年までに脱原子力政策を実現できるか

どうか、世界が注視し、ドイツ自身も十分にその視線を感じ努力しているが、実現の

可能性を論じる段階にも達していないように思える。 
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